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表紙*電子提供措置用*

証券コード：8835

第151期　定時株主総会
招集ご通知

株主総会にご出席いただけない場合

インターネット又は書面（郵送）により議決権を行使
くださいますようお願い申し上げます。
議決権行使期限
2026年６月25日（木曜日）午後５時15分まで

開催日時
2026年６月26日（金曜日）午前10時
受付開始：午前９時

開催場所
東京都千代田区外神田一丁目18番13号
秋葉原ダイビル２階　秋葉原コンベンションホール
（末尾記載の「株主総会　会場ご案内」をご参照ください。）

議　　案
剰余金の処分の件

　

株主総会にご出席の株主の皆さまへのお土産の
ご用意はございません。何卒ご理解くださいま
すようお願い申し上げます。

　

太平洋興発株式会社
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ごあいさつ

当連結会計年度（2025年4月1日～2026年3月31日）の業績

 中期経営計画の推移

前中期経営計画 現中期経営計画

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（当期） 2026年度

実績 実績 実績 実績 計画 実績 計画 今回公表 計画
売上高 32,855 51,016 41,104 42,076 36,950 42,802 37,014 45,200 36,975

営業利益 631 1,405 1,217 857 1,213 855 1,295 1,160 1,387
経常利益 390 1,325 1,023 566 932 546 1,005 730 1,109

ごあいさつ

　当連結会計年度の日本経済は、円安の進行、長期金利の上昇等によって物価が上昇、個人消費は力
を欠く展開となりました。また、年度終盤に勃発した中東紛争で石油関連製品の十分な確保が不可能
な状況となり、企業業績において既に影響が出始めております。
　このような環境下、当社グループは各事業分野において当初計画の達成に向け鋭意取り組んでまい
りました。その結果は以下のとおり、売上面では輸入炭の販売数量が増加したこと等により増収とな
りましたが、利益面では貸倒懸念債権の全額引当計上、肥料事業の仕入れ原材料価格の高騰等を主因
として、当初計画を下回る結果となりました。
　　・売上高　　　　　　　　　　　　　428億 ２百万円      （前期比　    1.7%増）
　　・営業利益　　　　　　　　　　　　　８億55百万円　　（　同　　    0.2%減）
　　・経常利益　　　　　　　　　　　　　５億46百万円　　（　同　　    3.6%減）
　　・親会社株主に帰属する当期純利益　　３億43百万円　　（　同　　  10.2%減）

　現中期経営計画（2024年度～2026年度）の初年度である2024年度（前期）につきましては、売
上面では当初計画比増収となりましたが、利益面では営業利益、経常利益ともに当初計画比減益とな
りました。
　2025年度（当期）につきましては、当初計画に比べて売上面では増収となったものの、利益面で
は営業利益、経常利益ともに減益となりました。その主因は上述した通りです。また、現在進行中の
2026年度につきましては、当社グループをめぐる経営環境等を考慮し、現段階では下表のとおり利
益面で中期経営計画を下回る見込みですが、積極的な営業活動等を行い当初計画達成に向け邁進して
まいります。

中期経営計画の推移
（単位：百万円）

(注)2026年度「今回公表」値は本年5月11日に発表したものです。

－ 1 －
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ごあいさつ

 今後の事業展開について（対処すべき課題）
　日本そして世界を取り巻く政治、経済、社会環境が目まぐるしく変化するなか、当社グループは各
事業のリスクを慎重に見極め、安定的な利益が見込める事業を伸ばす一方、採算性の低い事業につい
ては事業の抜本的見直しや効率化を図り、利益体質の強化を目指してまいります。
（1）安定既存事業の利益積み上げ

・賃貸用マンション、商業施設等の賃貸事業につきましては、高稼働率の維持と賃料の適正な
　引き上げを木目細かく行って利益の底上げを目指します。
・マンション管理事業につきましては、管理マンションの新規獲得に加え、既存管理マンシ
　ョンの業務受託料値上げに継続して取り組んでまいります。
・石炭灰の船舶輸送事業につきましては、稼働状況が季節によって大きく変動することから徹
　底した効率配船を行って最大限の利益を確保できるように努めます。
・事業拡大傾向にあります北海道地区の一般貨物自動車運送事業、計算事務受託事業につきま
　しては、今後とも積極展開を図ってまいります。

（2）採算性の低い事業の改善
・仕入れ原材料価格の高騰により、赤字体質に陥っている肥料事業の石灰製品販売事業につき
　ましては、生産コストの安い石灰石の自社生産体制を早期に実現します。
・2024年12月にオープンしました釧路の飲食店事業につきましては、販売促進、原価率低減
　等の施策を講じ早期の黒字化を目指します。

（3）中東紛争への対応について
　中東紛争の勃発により石油関連製品の調達困難、価格上昇の状況が続くなか、当社グループはエネ
ルギー市況全体を見極めながら、取扱商品である輸入石炭、バイオマス燃料（木質ペレット、
PKS（パーム椰子殻））の販売を慎重に進め、利益確保に努めてまいります。一方、重油、軽油を使
用する船舶輸送事業、一般貨物自動車運送事業につきましては、各燃料の確保に注力いたします。

（4）カーボン・ニュートラルへの対応について
・J－クレジット制度（国が認定する森林のCO2等の管理制度）の活用を引き続き進めてまいります。
・環境配慮型のバイオマス燃料の輸入販売を拡大してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも引続き温かいご理解と倍旧のご指導、ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申し上げます。

太平洋興発株式会社
代表取締役社長　板垣　好紀

－ 2 －
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株主各位

株 主 各 位 証券コード　8835
2026年６月９日

東京都台東区元浅草二丁目６番７号

太平洋興発株式会社
代表取締役社長 板 垣 好 紀

当社ウェブサイト
https://www.taiheiyo.net

おりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第151期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第151期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家の皆さまへ」、IR資料室内の「株主総会
関連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載して

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「太平洋興発」又は「コード」に当社
証券コード「8835」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ
る「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月25日（木曜日）午後5時15分までに
議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

－ 3 －
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株主各位

■１ 日　　時 2026年６月26日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時）

■２ 場　　所 東京都千代田区外神田一丁目18番13号　秋葉原ダイビル２階
秋葉原コンベンションホール
（末尾記載の「株主総会　会場ご案内」をご参照ください。）

■３ 目的事項 報告事項 １. 第151期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２. 第151期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項 議　　　案　剰余金の処分の件

■４ 招集にあたっての
決定事項（議決権
行使についてのご
案内）

⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対す
る賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたしま
す。

⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権
行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日
時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいた
します。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項
を掲載いたします。
◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、下記の事項を記載しており
ません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、会計監査人及び監査役が監査をした書類の一部であります。
①連結計算書類の「連結注記表」　②計算書類の「個別注記表」

記

以　上

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使いただく方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

６ページのご案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年6月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

2026年6月25日（木曜日）
午後5時15分入力完了分まで

2026年6月25日（木曜日）
午後5時15分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議　案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対の場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議　案

賛
否
表
示
欄

賛

否

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上
で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様のご負担となります。また、スマー
トフォンをご利用の場合は、パケット通信料その他スマートフォン利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担とな
ります。

④ 当日ご出席の場合は、事前の議決権行使を撤回されたものとして取扱いますので、ご留意ください。

－ 5 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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当事業年度の事業の状況

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

事 業 区 分
売 上 高
当 期 前 期

百万円 百万円
不 動 産 事 業 3,180 3,041
商 事 事 業 28,419 27,715
サ ー ビ ス 事 業 5,684 5,402
建 設 工 事 事 業 3,063 3,584
肥 料 事 業 2,455 2,332

合 計 42,802 42,076

事　 業　 報　 告

Ⅰ　企業集団の現況
１．当事業年度の事業の状況

⑴　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の高まり
等により、景気は緩やかな回復基調が見られる一方、円安進行に伴う物価上昇による消費への
影響懸念に加え、米国による政策動向や中東情勢の緊迫化等を背景とした原油価格の上昇等、
依然として先行きは不透明な状況が続いております。
　このような環境の下、当社グループは各事業分野において積極的な営業活動を展開し、収益
基盤の強化と収益の確保に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、商事事業のバイオマス燃料の販売数
量が増加したこと等により、売上高は428億２百万円（前期比1.7％増）となりました。
　その一方で、利益面については不動産事業の賃貸ビルの修繕費コスト増加等により、営業利
益は８億55百万円（同0.2％減）、経常利益は５億46百万円（同3.6%減）となり、親会社株
主に帰属する当期純利益は、３億43百万円（同10.2%減）となりました。
　事業区分別にみた営業の概要は次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施した設備投資の総額は9億90百万円で、その主なものは、北
海道釧路市における事業用地の取得であります。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度における主な資金調達として、当社が主要な借入先より、運転資金として
27億円を調達しております。

⑷　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑸　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑹　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑺　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

期
区　分

第148期
（2022年度）

第149期
（2023年度）

第150期
（2024年度）

第151期(当期)
（2025年度）

売 上 高(百万円) 51,016 41,104 42,076 42,802
経 常 利 益(百万円) 1,325 1,023 566 546
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 694 626 382 343

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 89.24 80.57 49.16 44.13
総 資 産(百万円) 45,686 44,852 47,742 45,689
純 資 産(百万円) 15,790 16,214 16,095 16,499

期
区　分

第148期
（2022年度）

第149期
（2023年度）

第150期
（2024年度）

第151期(当期)
（2025年度）

売 上 高(百万円) 40,146 29,079 30,813 31,634
経 常 利 益(百万円) 1,015 671 490 344
当 期 純 利 益(百万円) 544 480 427 249
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 70.00 61.78 54.99 32.12
総 資 産(百万円) 35,072 34,449 37,481 35,539
純 資 産(百万円) 11,179 11,444 11,364 11,651

２．直前３事業年度の財産及び損益の状況
⑴　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。また、期中平均発行済株
式数については、自己株式数を控除して算出しております。

２. 第151期の損益の状況につきましては、「Ⅰ　企業集団の現況　１．当事業年度の事業の状況」に記
載したとおりであります。

⑵　当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。また、期中平均発行済株式数
については、自己株式数を控除して算出しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％
株 式 会 社 太 平 洋 製 作 所 22 100 建設工事及び機械等の製造・修理
訓 子 府 石 灰 工 業 株 式 会 社 20 100 炭カル肥料等の製造販売
太 平 洋 運 輸 株 式 会 社 20 100 貨物自動車運送業
株式会社太平洋シルバーサービス 25 100 有料老人ホームの運営
新 太 平 洋 商 事 株 式 会 社 71 75 港湾揚荷役作業及び倉庫業

３．重要な親会社及び子会社の状況
⑴　親会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　重要な子会社の状況

４．対処すべき課題
　当社グループの対処すべき課題につきましては、「ごあいさつ　今後の事業展開について（対
処すべき課題）」（２ページ）に記載のとおりであります。
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主要な事業内容、企業集団の主要拠点等

事 業 区 分 事 業 内 容

不 動 産 事 業 マンション・ビルの賃貸及び管理、マンション・ビルの建築請負
工事、損害保険代理業、戸建・住宅地の販売

商 事 事 業 輸入炭・石油及び建築資材等の仕入販売、石炭等の仕入れに係る
船舶・貨物輸送及び揚荷役作業、バイオマス関連事業

サ ー ビ ス 事 業 有料老人ホームの運営、事務・技術計算の受託及びコンサルタン
ト業

建 設 工 事 事 業 建設工事及び機械等の製造・修理業

肥 料 事 業 炭カル肥料・消石灰・石粉の製造販売

５．主要な事業内容（2026年３月31日現在）

名 称 所 在 地
本 店 東京都台東区
釧 路 支 店 北海道釧路市
札 幌 支 店 北海道札幌市
帯 広 支 店 北海道帯広市

名 称 本 社 所 在 地
株 式 会 社 太 平 洋 製 作 所 北海道釧路市
訓 子 府 石 灰 工 業 株 式 会 社 北海道常呂郡訓子府町
太 平 洋 運 輸 株 式 会 社 北海道釧路市
株 式 会 社 太 平 洋 シ ル バ ー サ ー ビ ス 東京都台東区
新 太 平 洋 商 事 株 式 会 社 東京都台東区

６．企業集団の主要拠点等（2026年３月31日現在）
⑴　当社

⑵　重要な子会社
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使用人の状況、主要な借入先及び借入額、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減
668名 8名減

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
225名 12名減 60.6歳 9.5年

７．使用人の状況（2026年３月31日現在）
⑴　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は常勤の就業人員数を記載しており、出向者及び臨時使用人を含みません。

⑵　当社の使用人の状況

（注）使用人数は常勤の就業人員数を記載しており、出向者及び臨時使用人を含みません。

借 入 先 借 入 額
百万円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 3,491

株 式 会 社 北 洋 銀 行 1,852

釧 路 信 用 金 庫 1,609

８．主要な借入先及び借入額（2026年３月31日現在）

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

⑴　発行可能株式総数　　普通株式 20,000,000株
⑵　発行済株式の総数　　普通株式 7,783,448株

（自己株式 4,173株を含む）
⑶　株主数 8,721名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

太 平 洋 興 発 持 株 会 410,324 5.27
ク ロ ダ 株 式 会 社 392,000 5.04
天 塩 倉 庫 株 式 会 社 390,000 5.01
斉 丸 千 代 169,100 2.17
恩 田 武 109,000 1.40
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 108,200 1.39
楽 天 証 券 株 式 会 社 共 有 口 102,600 1.32
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 100,000 1.29
金 子 幸 子 98,000 1.26
株 式 会 社 S B I 証 券  94,011 1.21

Ⅱ　会社の現況
１．株式の状況（2026年３月31日現在）

⑷　大株主

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

＊取 締 役 社 長 板 垣 好 紀 管理部門及び内部監査統制室担当

常 務 取 締 役 猿 子 満 彦 釧路支店長、釧路支店及び関連会社担当

常 務 取 締 役 髙 瀨 　 聡 燃料部担当

取 締 役 山 本 　 崇 不動産管理部、札幌支店及び帯広支店担当

取 締 役 藤 井 和 典 山王シティ法律事務所　共同代表弁護士

取 締 役 山 口 禎 子 公認会計士税理士山口禎子事務所　公認会計士

常 勤 監 査 役 増 田 知 晴

監 査 役 伊 藤 彰 彦

監 査 役 関 川 峰 希

２．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１. ＊印は代表取締役であります。
２. 当事業年度中の監査役の異動は次のとおりであります。
①　2025年６月26日開催の第150期定時株主総会終結の時をもって、監査役　小山内　茂樹氏は辞任
により退任いたしました。

②　2025年６月26日開催の第150期定時株主総会において、監査役　増田　知晴氏は新たに監査役に
選任され就任いたしました。

３. 取締役　藤井　和典、山口　禎子の両氏は、社外取締役であります。
４. 監査役　増田　知晴、伊藤　彰彦、関川　峰希の３氏は、社外監査役であります。
５. 監査役　増田　知晴、監査役　関川　峰希の両氏は、金融機関での長年の業務経験があり、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

６. 当社は、社外取締役及び社外監査役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。
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会社役員の状況

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び連結子会社の取締役及び監査役を被保険者とする、会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当
社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険
会社が補填するものであり、１年毎に更新しております。次回更新時には同内容での更新を予
定しております。

⑷　役員の報酬等
①　取締役の報酬等の決定に関する方針
　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にか
かる決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

１.　基本方針
　当社の取締役の報酬については、株主総会で承認を受けた報酬総額の範囲内で、企業
価値の安定的かつ持続的向上に資する報酬体系に基づき支払うことを基本方針としま
す。

２.　基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬を与える時期又
は条件の決定に関する方針を含む）
　当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、月例の固定報酬とし、各取締役の職責
及び業績の目標達成度等を勘案し、当社の「役員報酬基準」に基づき決定するものとし
ます。また、社外取締役の報酬については、月例の固定報酬とし、社外取締役として期
待される能力を発揮してもらうよう世間水準等から勘案し支払うこととします。なお、
当社は基本報酬（金銭報酬）以外の業績連動報酬等及び非金銭報酬等はありません。
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会社役員の状況

区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対象となる

役員の員数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取 締 役
（うち社外取締役）

87百万円
（11）

87百万円
（11） － － ６名

（２）
監 査 役
（うち社外監査役）

23
（20）

23
（20） － － ４

（３）
合 計
（うち社外役員）

110
（32）

110
（32） － － 10

（５）

３.　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　当社は、2025年６月26日開催の取締役会において、代表取締役社長　板垣　好紀
（管理部門及び内部監査統制室担当）に対し各取締役の報酬の額の決定を委任する旨の
決議をしております。その権限の内容は、株主総会の決議で定める総額の範囲における
各取締役の報酬の額としており、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯
瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適していると判断
したためであります。

②　当事業年度に係る役員の報酬等

（注）１. 使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しておりません。
２. 取締役の金銭報酬の額は、1999年６月29日開催の第124期定時株主総会において月額10百万円以

内（ただし、使用人分給与は含まれない）と決議いただいております。当該株主総会終結時の取締役
の員数は、６名です。

３. 監査役の金銭報酬の額は、1999年６月29日開催の第124期定時株主総会において月額４百万円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時の監査役の員数は、３名です。

４. 上表には、2025年６月26日開催の第150期定時株主総会終結の時をもって辞任により退任した監査
役１名を含んでおります。

⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　社外取締役　藤井　和典氏は、山王シティ法律事務所の共同代表弁護士であります。当社
と兼職先との間には特別の関係はありません。
　社外取締役　山口　禎子氏は、公認会計士税理士山口禎子事務所の公認会計士でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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会社役員の状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社外取締役 藤 井 　 和 典

当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席しておりま
す。取締役会においては、弁護士としての専門的な知識と見識に
基づき社外取締役として、決議事項や報告事項について適宜発言
を行っており、意見決定の妥当性・適正性を確保するための適切
な役割を果たしております。

社外取締役 山 口 　 禎 子

当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席しておりま
す。取締役会においては、公認会計士としての専門的な知識と見
識に基づき社外取締役として、決議事項や報告事項について適宜
発言を行っており、意見決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

社外監査役 増 田 　 知 晴

2025年6月26日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13
回、監査役会10回全てに出席しております。取締役会において
は、社外監査役として決議事項や報告事項について適宜質問をす
るとともに、必要に応じて社外の立場から発言を行っておりま
す。また、監査役会においては、社外監査役として行った監査の
報告をし、他の監査役が行った監査について適宜質問をするとと
もに、必要に応じ社外の立場から発言を行っております。

社外監査役 伊 藤 　 彰 彦

当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会12回全てに出
席しております。取締役会においては、社外監査役として決議事
項や報告事項について適宜質問をするとともに、必要に応じて社
外の立場から発言を行っております。また、監査役会において
は、社外監査役として行った監査の報告をし、他の監査役が行っ
た監査について適宜質問をするとともに、必要に応じ社外の立場
から発言を行っております。

社外監査役 関 川 　 峰 希

当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会12回全てに出
席しております。取締役会においては、社外監査役として決議事
項や報告事項について適宜質問をするとともに、必要に応じて社
外の立場から発言を行っております。また、監査役会において
は、社外監査役として行った監査の報告をし、他の監査役が行っ
た監査について適宜質問をするとともに、必要に応じ社外の立場
から発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 50.5百万円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 50.5百万円

３．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査報酬等の額について、前期の職務執行状況、今期の監査計画・監査体
制、報酬見積りの算定根拠等を確認し、妥当なものと判断し、同意しております。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨
及びその理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

４．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決議内容
当社が「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会
社の業務の適正を確保するための体制」として取締役会において決議した内容は次のとおりで
あります。

①　当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
イ．法令、定款及び社会規範を遵守するために太平洋興発グループ企業行動指針及び太平洋
興発グループ企業行動基準を制定する。
ロ．法令遵守を徹底するため、経営トップのリーダーシップの下、「財務情報の適正性」
「コンプライアンス遵守状況」「適時開示の実施状況」等を点検、改善に努める。
ハ．内部監査部門として内部監査統制室を設置し、法令遵守体制のチェックを行う。
ニ．当社総務部が主管となって、当社グループへ法令遵守等の実践周知徹底に当たる。
ホ．当社は当社グループにおける法令遵守、リスク管理の充実を横断的に推進し、関係会社
役員研修会等において、当社グループ全体で業務の適正を確保するための体制を構築す
る。また、当社内部監査統制室は関係会社の内部監査を実施し、結果と改善策を当社取締
役会において報告する。
ヘ．法令及び定款違反行為等を防止するため太平洋興発グループ内部通報規程を制定し内部
通報制度を運用する。
ト．反社会的勢力には毅然として対応し一切関係を持たず、反社会的勢力及び反社会的勢力
と関係ある取引先とは、いかなる取引も行わない。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役会規則、稟議規程及び文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書
又は電磁的媒体（以下、文書等。）に記録し、保存する。
ロ．取締役、監査役並びに内部監査統制室長は、これらの文書等を常時閲覧できるものとす
る。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社グループはリスク管理規程等に基づき業務別にリスクの洗い出しと対応策の立案を
行っていく。
ロ．実際にリスクが発生したときの対応については、グループ経営危機管理規程、自然災害
対応規程等に従って取締役は損失の軽減に努める。
ハ．当社の取締役会は当社グループのリスク管理に関する年度計画等を承認し、その計画の
進捗状況の把握、改善策の指示を行う。
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業務の適正を確保するための体制

ニ．関係会社は損失の危険等が発生又は発生の恐れがある場合は、直ちに当社に当該内容・
当社グループに与える影響等を報告することとしている。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役は、社員が全社的に業務目標とすべきアクションプランを期初に策定し、部店長
会議にてその浸透を図る。
ロ．取締役はアクションプランの進捗状況を３か月に１回以上の頻度で確認し、状況に応じ
て必要な対策を打ち、経営の目標達成と効率化を実施する。
ハ．通常の業務に関しては、「業務分掌規程」・「職務権限規程」に則り担当業務の明確化
と権限の移譲が行われ、各レベルの責任者が業務を遂行する。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ．関係会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　当社は関係会社取締役会において関係会社各社の業務状況、決算状況等を四半期毎に
報告させ助言指導する。関係会社は「関係会社管理規程」に基づき当社にあらかじめ関
係書類の提出・報告を行うと共に、重要事項については当社の取締役会の承認を得る。

ロ．関係会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループは中期経営計画を策定し、社員への周知徹底と進捗管理を行う。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監
査役の指示の実効性の確保に関する事項
イ．監査役職務補助のため、監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を置くことがで
きる。監査役は、当該使用人に対し監査業務に必要な事項を指示することができる。
ロ．当該使用人が監査役の職務を補助するために行う業務については、取締役等の指揮命令
を受けないこととする。
ハ．当該使用人の異動、評価等は監査役会の同意を得るものとする。

⑦　当社グループの取締役等が監査役会又は監査役に報告をするための体制及び報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
イ．当社の取締役及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役、使用人は次の場合、当社監
査役会又は監査役に報告するものとする。
・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき
・重大な法令違反、定款違反があるとき
・会社の重要な業務執行をするとき
・コンプライアンス上重要な事項が発生したとき
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業務の適正を確保するための体制

ロ．当社及び関係会社は当社の監査役会又は監査役へ報告した者に対し、当該報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いをしないこととする。
ハ．内部監査統制室長は、内部監査の監査報告書を監査役会又は監査役に回覧する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．当社監査役は監査役監査基準に則り、代表取締役社長、各取締役、関係会社社長及び会
計監査人との意見交換を行い、また、取締役会・部店長会議・情報開示委員会・関係会社
取締役会等に出席して必要に応じて意見を述べる。
ロ．当社監査役は上記のほか、内部監査統制室長及び子会社監査役との連携を図っていく。
ハ．当社取締役は重要な決裁書類等については監査役に回付する。
ニ．当社は当社監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたとき
は、当該監査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は
債務を処理する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　当社は、当社及び関係会社において法令遵守の徹底を図るため、遵守状況の調査を年
２回行っております。また、コンプライアンス意識の向上を図るため、当社におきまし
ては階層別の社内研修を行い、関係会社におきましては管理職等を対象とした研修を継
続的に行っております。
②　当社及び関係会社におきましては、各社ごとに策定した「リスク管理規程」に基づき
リスクを事前に回避するため、リスクの洗い出し、リスクへの対応策の立案・実施等リ
スク対策を実施しております。当社が中心となりグループリスク管理体制の構築・強化
を図っております。
③　当社は、当社及び当社グループの中期経営計画を策定し、当社グループの経営方針を
明確にし、当社部店長会議及び関係会社取締役会において、周知徹底・進捗管理を行っ
ております。
④　当社の監査役は、代表取締役社長、各取締役、関係会社社長、会計監査人、内部監査
部門等との意見交換を定期的に行い、また、重要な会議に出席、重要な書類を閲覧する
などして、監査の実効性の向上を図っております。
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕 百万円 〔負 債 の 部〕 百万円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
リース債権及びリース投資資産
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（ 有 形 固 定 資 産 ）
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）
そ の 他

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

16,851
5,074
426
3,871
474
24
20

6,184
196
360
229
△10

28,838
(24,281)
8,645
666

14,575
306
4
83
(51)
51

(4,505)
1,606

3
2,053
358
661
△179　

流 動 負 債 17,046
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,869
短 期 借 入 金 10,689
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 762
リ ー ス 債 務 236
未 払 金 152
未 払 法 人 税 等 240
未 払 消 費 税 等 546
前 受 金 131
契 約 負 債 185
預 り 金 725
賞 与 引 当 金 215
そ の 他 290

固 定 負 債 12,143
社 債 2,180
長 期 借 入 金 3,528
リ ー ス 債 務 481
受 入 保 証 金 3,057
繰 延 税 金 負 債 128
再評価に係る繰延税金負債 857
債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,031
退 職 給 付 に 係 る 負 債 542
資 産 除 去 債 務 107
そ の 他 226

負 債 合 計 29,190
〔 純 資 産 の 部 〕

株 主 資 本 14,325
資 本 金 4,244
資 本 剰 余 金 3,419
利 益 剰 余 金 6,665
自 己 株 式 △4

その他の包括利益累計額 1,748
その他有価証券評価差額金 922
土 地 再 評 価 差 額 金 807
退職給付に係る調整累計額 18

非 支 配 株 主 持 分 425
純 資 産 合 計 16,499

資 産 合 計 45,689 負 債 純 資 産 合 計 45,689

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

科 目 金 額
百万円

売 上 高 42,802
売 上 原 価 38,290

売 上 総 利 益 4,512
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,657

営 業 利 益 855
営 業 外 収 益 212

受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 64
不 動 産 賃 貸 料 26
保 険 解 約 返 戻 金 0
受 取 保 険 金 31
事 業 分 量 配 当 金 28
助 成 金 収 入 14
そ の 他 44

営 業 外 費 用 521
支 払 利 息 387
社 債 発 行 費 21
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 35
そ の 他 77
経 常 利 益 546

特 別 利 益 84
固 定 資 産 売 却 益 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 79

特 別 損 失 13
固 定 資 産 除 却 損 2
減 損 損 失 10

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 617
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 330
法 人 税 等 調 整 額 △52
当 期 純 利 益 338
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △4
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 343

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

(単位：百万円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 4,244 3,419 6,625 △4 14,285
当期変動額

剰余金の配当 △303 △303
親会社株主に帰属する
当期純利益 343 343

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 － － 39 △0 39
当期末残高 4,244 3,419 6,665 △4 14,325

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 572 807 △2 1,376 433 16,095
当期変動額

剰余金の配当 △303
親会社株主に帰属する
当期純利益 343

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 350 21 371 △7 364

当期変動額合計 350 － 21 371 △7 404
当期末残高 922 807 18 1,748 425 16,499

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 債 権
リ ー ス 投 資 資 産
販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（ 有 形 固 定 資 産 ）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

百万円
11,538
2,876
2,105
173
174
24

5,770
52
310
45
4
△0

24,001
(19,646)
6,664
623
246
4
0
10

12,041
54
1

(25)
20
4

(4,328)
1,470
392
1
21

2,030
415
171
△174　

〔負 債 の 部〕 百万円
流 動 負 債 13,491
買 掛 金 1,228
短 期 借 入 金 8,210
１年内返済予定の長期借入金 1,746
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 716
リ ー ス 債 務 101
未 払 金 66
未 払 法 人 税 等 131
未 払 消 費 税 等 412
前 受 金 122
契 約 負 債 106
預 り 金 489
賞 与 引 当 金 79
そ の 他 81

固 定 負 債 10,396
社 債 1,959
長 期 借 入 金 2,732
受 入 敷 金 保 証 金 3,090
リ ー ス 債 務 181
繰 延 税 金 負 債 222
再評価に係る繰延税金負債 857
退 職 給 付 引 当 金 223
資 産 除 去 債 務 35
債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,031
関係会社事業損失引当金 63

負 債 合 計 23,887
〔純資産の部〕

株 主 資 本 9,973
資 本 金 4,244
資 本 剰 余 金 3,336
資 本 準 備 金 1,894
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,442

利 益 剰 余 金 2,397
利 益 準 備 金 5
( そ の 他 利 益 剰 余 金 ) (2,391)
繰 越 利 益 剰 余 金 2,391

自 己 株 式 △4
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,678
その他有価証券評価差額金 870
土 地 再 評 価 差 額 金 807

純 資 産 合 計 11,651
資 産 合 計 35,539 負 債 純 資 産 合 計 35,539

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

科 目 金 額
百万円

売 上 高 31,634
売 上 原 価 28,101

売 上 総 利 益 3,533
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,983

営 業 利 益 549
営 業 外 収 益 236

受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 212
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額 7
雑 収 入 15

営 業 外 費 用 441
支 払 利 息 353
社 債 発 行 費 21
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 35
雑 損 失 30
経 常 利 益 344

特 別 利 益 79
有 形 固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 79

特 別 損 失 21
固 定 資 産 除 却 損 10
減 損 損 失 10

税 引 前 当 期 純 利 益 402
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 156
法 人 税 等 調 整 額 △4
当 期 純 利 益 249

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

(単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 4,244 1,894 1,442 3,336 5 2,445 2,451
当期変動額

剰余金の配当 △303 △303
当期純利益 249 249
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － △53 △53
当期末残高 4,244 1,894 1,442 3,336 5 2,391 2,397

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計

その他
有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △4 10,027 530 807 1,337 11,364
当期変動額

剰余金の配当 △303 △303
当期純利益 249 249
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 340 340 340

当期変動額合計 △0 △53 340 － 340 286
当期末残高 △4 9,973 870 807 1,678 11,651

株主資本等変動計算書
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 武 男

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

太 平 洋 興 発 株 式 会 社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、太平洋興発株式会社の２０２５年４月１日から
２０２６年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、太平洋興発株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 武 男

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

太 平 洋 興 発 株 式 会 社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、太平洋興発株式会社の２０２５年４月１
日から２０２６年３月３１日までの第１５１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第１５１期事業年度にお
ける取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企
業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告

－ 32 －
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監査役会の監査報告

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書
類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討
いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。今後とも継続的な内部統制システムの整備・充実が重要と考
えます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日
太 平 洋 興 発 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 増 田 知 晴 ㊞
社 外 監 査 役 伊 藤 彰 彦 ㊞
社 外 監 査 役 関 川 峰 希 ㊞

　
以　上

－ 33 －



2026/05/29 12:21:08 / 25299797_太平洋興発株式会社_招集通知_電子提供措置用

議案　剰余金処分

議　　案 剰余金の処分の件

前中期経営計画 現中期経営計画

2021年度
（実績）

2022年度
（実績）

2023年度
（実績）

2024年度
(実績)

2025年度
(当期)

2026年度
（予定）

一株当たり配当金(円) 33.0 43.0 39.0 39.0 40.0 40.5

配当性向(%) 60.3 61.4 63.0 70.9 124.5 85.4

株主総会参考書類

議案及び参考事項

　当社は、財務体質の強化を図り安定的な経営基盤の確立を目指し、株主の皆様に対して安定的に配
当を実施することを基本方針としております。
　当期の期末の剰余金の配当につきましては、中期経営計画で定めた当社当期純利益の60％以上を
目途に配当するとの方針に基づき、また、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、以下のとおり
といたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
金銭といたします。

２．配当財産の割り当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金40円　配当総額　　311,171,000円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月29日

（ご参考）配当金の推移

（注）配当性向は当社当期純利益に対する配当金総額の割合。

以　上
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地図

会場
東京都千代田区外神田一丁目18番13号　秋葉原ダイビル２階
秋葉原コンベンションホール

交通

Ｊ Ｒ 秋葉原駅　電気街口から徒歩約１分
地 下 鉄 日比谷線秋葉原駅　３番出口から徒歩約４分

銀座線末広町駅　１番又は３番出口から徒歩約３分
つくばエクスプレス 秋葉原駅　Ａ１出口から徒歩約３分 　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会　会場ご案内

3番出口
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秋葉原ビル
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蔵前橋通り

神田明神通り

秋葉原
UD X

至新宿 至千葉

JR総武線
J　R　秋　葉　原　駅

3番出口
A1出口

秋葉原コンベンション
ホール（2F）
秋葉原ダイビル

＊当日は駐車場のご用意がございません。公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


